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要 旨

エンプロイアビリティとは、一般的には「雇用される能力」と訳される。この概念
が活発に議論されるようになって約30年になるが、個人のキャリアの不確実性がかつ
てないほど高まったことを背景に、近年、新たな関心を集めつつある。これまでのエ
ンプロイアビリティ研究は、エンプロイアビリティを個人が自己責任で開発する個人
資源と捉えてきた。しかし、現代のような不確実性の時代には、キャリア開発の責任
を個人にのみ求める考え方は現実的ではない。本論では、こうしたキャリア環境の変
化を踏まえ、キャリアを個人と組織の共同責任と考える「持続可能なキャリア」の視
点でエンプロイアビリティを捉え直した。新たに「長期にわたり、内部、外部の労働
市場において、自らの能力を最大限に発揮しつつ、組織に貢献する仕事を得るための
個人の能力」と定義した上で、今後の研究の方向性として、（⚑）定義の精緻化、下
位次元の明確化、尺度開発、（⚒）キャリア研究と組織行動論の結合、（⚓）エンプロ
イアビリティ・パラドックスに関する実証研究の蓄積の⚓点を挙げた。今後、新たな
定義のもとで、エンプロイアビリティ研究が発展することを期待する。

キーワード：エンプロイアビリティ、持続可能なキャリア、資源保存理論、
エンプロイアビリティ・パラドックス

⚑. はじめに

エンプロイアビリィティ（employability）とは、一般的には「雇用される能力」
と訳される。個人の能力や意欲といった個人側の要因だけでなく、組織が求める能力
やスキルといった組織側の要因にも目を配り、そのマッチングやマッチングに影響を
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与える要因を捉えるため、変化の激しい現代を理解する上で、大変有用となる可能性
のある概念である。

エンプロイアビリティという概念が欧米で活発に議論されるようになった1990年頃
から、すでに約30年が経過したが、個人、組織、労働市場、雇用政策などが関わる極
めて多義的な概念であるため、いまだに統一された定義がなく（山本，2014）、研究
蓄積が十分に進んだとはいえない。

そのエンプロイアビリティという概念に近年、新たな注目が集まりつつある。
Akkermans & Kubasch（2017）は、2012年から2016年の⚕年間において、キャリア
研究における⚔つの主要な学術雑誌1)でどのようなトピックスが取り上げられたかを
レビューし、エンプロイアビリティは全体の⚓位にあり2)、論文件数が調査期間以前
と比べて増加しただけでなく、調査期間中においても増加傾向が見られることから、
新たなモメンタムを得たトピックスだと報告している。

エンプロイアビリティという概念に注目が集まる理由として、ひとつには、グロー
バル化やデジタル化の加速により、雇用や組織の安定が揺らぎ、個人の仕事も大きな
変化に晒される中で、キャリアの不確実性がかつてないほどに高まった点が挙げられ
る。もうひとつには、「人生100年時代」（Gratton & Scott, 2016）の到来により、人々
が就労期間をより長いものと考え始めたという点がある。すなわち、この先どうなる
か分らない中、長い人生を生き抜くために、今の組織で仕事を任され続けること、転
職して他社に移る可能性を維持することの重要性が高まったためと考えられる。

これまで、エンプロイアビリティの開発は、キャリアにおける個人の主体性を強調
するニューキャリア論3)の影響を受け、個人の責任という考え方（例えば、Fugate et
al., 2004）が主流であった。これに対して、現代のような不確実性の時代においては、
キャリアの管理責任が全て個人にあるとするのは非現実的であり、キャリアは個人と
組織の共同責任と考えるべきだと主張する「持続可能なキャリア」というパラダイ
ム4)（Van der Heijden & De Vos, 2015）が登場したことで、変化の兆しがある。「持
続可能なキャリア」は、エンプロイアビリティをキャリアの成果を測る重要な指標と
位置づけ（De Vos et al., 2020）、エンプロイアビリティ開発に対する組織の関与を重
視する（De Prins et al., 2015）。

エンプロイアビリティ開発に、組織の積極的関与を認めることは、教育・訓練に対

1) 主要な⚔つとは、Career Development International、Career Development Quarterly、Journal
of Career Assessment、Journal of Career Development。

2) 第⚑位は、career success、第⚒位は、career decision making。
3) ニューキャリア論の代表がバウンダリレス・キャリア（Arthur, 1994）とプロティアン・キャリ

ア（Hall, 2002）である。
4)「持続可能なキャリア」の主張とその背景については、北村（2021）で詳しく紹介されている。
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する費用負担の考え方に影響を与える。これまでの「人的資本理論」（human capital
theory : Becker, 1967）によれば、一般訓練、すなわち、そのまま他企業への転用可
能な人的資本の開発については個人が負担し、特殊訓練、すなわち、訓練を受けた労
働者がその企業に残っている限りにおいて、労働者の能力を高める人的資本の開発に
ついては、企業と労働者とが共同で負担することが合理的とされてきた。しかし、た
とえば DX（デジタル・トランスフォーメーション)5) への対応に必要なスキルの付
与6)は、一般訓練に該当するにも関わらず、近年、AT&T、Amazon、Walmart をは
じめとする欧米の企業において、企業の費用負担のもとに積極的に推進されている

（石原，2021）。これなどは、DX のインパクトの大きさに鑑みて、企業が個人のエン
プロイアビリティ開発に積極的に関与する事例である。

エンプロイアビリティ開発への組織の関与というテーマには、これまであまり関心
が向けられなかった。その理由としては、次の⚓点が考えられる。⚑点目は、すでに
述べたとおり、ニューキャリア論の影響により、エンプロイアビリティが、個人の責
任で開発すべきものと考えられてきたこと、⚒点目は、個人と組織の双方にとってメ
リットのあるエンプロイアビリティとは何かについて共通の理解がなかったこと、⚓
点目は、第⚔節で述べるエンプロイアビリティ・パラドックス（employability
paradox : De Grip et al., 2004）の懸念により、企業の取り組みが消極的であったこと
である。

しかし、こうした状況は、変わりつつある。「持続可能なキャリア」の登場により、
キャリア開発を個人と組織の共同責任と見る考え方は広がりつつあり、多くの企業
が、優秀な社員を引きつけることや持続的な競争力確保を目的に、社員のエンプロイ
アビリティ開発に向き合い始めている。こうした変化を踏まえると、エンプロイアビ
リティを個人と組織の共同責任と捉える「持続可能なキャリア」の視点から捉え直す
ことが、今後のエンプロイアビリティ研究の発展に有意義だと思われる。本論では、
そうした新たな視点からエンプロイアビリティの定義を試みるとともに、先行研究を
レビューの上、今後、重要だと考えられる研究の方向性を考察したい。

5) 経済産業省（2019）の「DX 推進指標」によると、DX とは「企業がビジネス環境の激しい変化
に対応し、データとデジタル技術を活用して、顧客や社会のニーズを基に、製品やサービス、ビ
ジネスモデルを変革するとともに、業務そのものや、組織、プロセス、企業文化・風土を変革し、
競争上の優位性を確立すること」と定義される。

6)「新しい職業に就くために、あるいは、いまの職業で求められるスキルの大幅な変化に適応する
ために、必要なスキルを獲得する／させること」はリスキリング（reskilling）と呼ばれる（石原，
2021）。
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⚒.「持続可能なキャリア」の視点から見たエンプロイアビリティの定義

Gazier（1999）は、エンプロイアビリティという概念は、その時代の労働市場の状
況や企業と社員の関係により、その概念を捉える視点が様々に変化してきたという。

最初は、比較的タイトな労働需給を背景に、社会の視点から個人を捉える概念とし
て登場し、完全雇用に向けて雇用政策により労働市場への参入を促すべき対象を把握
するために用いられた。その後、1980年代には、視点は組織にシフトし、企業が直面
する環境変化に適応するための社員の柔軟性を意味する言葉として用いられた（例え
ば、Van Dam, 2004）。そして、1990年代以降は、視点は個人にシフトし、長期雇用
慣行が揺らぐ中で、内部、外部の労働市場において仕事を確保し続ける個人の能力や
行動特性を捉える言葉として用いられるようになった（例えば、Fugate et al., 2004 ;
諏訪, 2002）。

本論では、キャリアを個人と組織の共同責任と考える「持続可能なキャリア」の視
点から、エンプロイアビリティの定義を検討するが、ここでは、エンプロイアビリ
ティを捉える階層、時間軸、労働市場、質の面から検討を行う。

まず、エンプロイアビリティという概念を捉える階層であるが、Thijssen et al.
(2008）は、エンプロイアビリティの定義には⚓層あるという。最も中核にあるのが、
今の仕事を適切にこなす能力である。その外にあるのが将来の労働市場における雇用
につながる能力や行動特性である。最も外側にあるのが、労働市場や社会の状況な
ど、ある個人が仕事を得る見通しに関わるあらゆる文脈要因である。個人と組織と共
同開発によるエンプロイアビリティを念頭におくと、マクロの文脈要因までは含め
ず、⚒層目までを対象と考えるのが適切であろう。

次に、エンプロイアビリティを捉える時間軸である。ニューキャリア論では、組織
間移動などの短期適応が重視されたため、エンプロイアビリティを短期で捉える傾向
が強かった。一方、「持続可能なキャリア」は、キャリアに関する個人資源を長期に
おいて獲得、維持、再生することがキャリアの持続可能性の鍵を握ると考えるため

（De Vos et al., 2020）、エンプロイアビリティも長期で捉える必要がある。
次に、エンプロイアビリティを評価する労働市場についてである。エンプロイアビ

リティをそれを評価する労働市場により内的、外的の⚒つに分ける考え方があるが、
現代の個人は今いる組織に貢献しながらも、転職の可能性を残しつつキャリアを歩む
ようになったと考えると、内部労働市場と外部労働市場を区分せず一体のものと捉え
る必要がある。組織は、図⚑のＡ、Ｂ、Ｃを区分する形でエンプロイアビティ開発に
取り組むことはできないので（Yu et al., 2021）、組織の視点を入れたエンプロイアビ
リティは、Ａ＋Ｂ＋Ｃの能力を一体で捉える形で定義するのが適切であろう。
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最後に、エンプロイアビリティの質についてである。エンプロイアビリティには、
職務機会の質的側面には触れず、現在と異なる職務・組織への移動の可能性のみに注
目する量的エンプロイアビリティと、現在の職務よりも良い職務機会を得る可能性に
注目する質的エンプロイアビリティという区分がある（De Cuyper & De Witte,
2011）。「持続可能なキャリア」は、個人の強み、興味、価値と仕事が一致し、同時に
組織に対して最大の貢献ができている状態を持続可能と考えるため（Valcour, 2015）、
自らの能力を最大限に発揮し、組織の競争力にきちんと貢献できる仕事を得るという
質的側面が重要になるだろう。

Rothwell & Arnold（2007, p. 25）によるエンプロイアビリティの定義、「今の仕事
を維持し、さらに望む仕事を得るための個人の能力」を参考に、ここまでの議論を反
映させると、「持続可能なキャリア」の視点から見たエンプロイアビリティは次のよ
うに定義できよう。

「長期にわたり、内部、外部の労働市場において、自らの能力を最大限に発揮しつ
つ、組織に貢献する仕事を得るための個人の能力」

⚓.「持続可能なキャリア」の視点から見たエンプロイアビリティの下位次元

次に、こうした新たな定義のもとで、エンプロイアビリティを構成する下位次元に
はどのようなものがあるかを考えたい。

エンプロイアビリティを、個人と組織の双方にメリットをもたらす個人資源と位置
づけて、その下位次元を明らかにしようとした先行研究は乏しいが、こうした視点で
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図⚑ エンプロイアビリティの概念図
（出典）諏訪（2002）より



の先駆的研究に Van der Heijde &Van der Heijden (2006）がある。この研究では、
経営戦略論におけるリソース・ベイスト・ビュー（Barney, 1991）にもとづき、個人
の職務機会の確保と組織の競争力の双方に寄与するコンピテンシーという観点から、
職業的専門知識、予測と最適化、個人的柔軟性、共同体意識、バランスという⚕つの
下位次元を抽出し、その妥当性を検証している。

この⚕つの次元をニューキャリア論で必要なコンピテンシーとされる⚓つの
Knowing（DeFillippi and Arthur, 1994）やメタ・コンピテンシー（Hall, 2002）と比
較すると、次の特徴が浮かび上がる。まず、Knowing how に該当する職業的専門知
識やメタ・コンピテンシーのアダプタビリティに該当する予測と最適化や個人的柔軟
性は抽出されているが、Knowing why やメタ・コンピテンシーのアイデンティティ
に該当するキャリアのアイデンティティの側面や、Knowing whom に該当する社会
関係資本については触れられていない。一方で、これまでの個人視点のエンプロイア
ビリティの下位次元には見られない、共同体意識やバランスという組織成果につなが
るコンピテンシーが取り上げられている。個人と組織で共同開発するという視点でコ
ンピテンシーを絞り込んだため、こうした次元が抽出されたと理解される。
「持続可能なキャリア」の視点から見たエンプロイアビリティの下位次元は、今後

の研究課題であるが、とりわけ、不確実な環境の中で、組織内で長期にわたり貢献を
続けるには、どのようなコンピテンシーが求められるかを明らかにすることが求めら
れよう。

⚔. エンプロイアビリティ・パラドックスについて

キャリアの不確実性が高まる中で、個人は今いる組織に対してエンプロイアビリ
ティ保障という新たな保障を求め始めている（Forrier & Sels, 2003）。こうした中で
は、エンプロイアビリティの向上・更新の機会を従業員に提供できる企業こそ、従業
員の多少の流出にも関わらず、労働市場における評判を確立し、ひいては優秀な従業
員を確保できるといえる（平野，2018）。こう考えると、組織が個人のエンプロイア
ビリティの向上に関わることが、仕事成果に良い影響をもたらす一方で、社員が離職
するリスクを高めてしまうというエンプロイアビリティ・パラドックスという現象

（De Grip et al., 2004）が実際に存在するかどうかは、企業にとって極めて重要な問題
となる。

エンプロイアビリティ・パラドックスに関する実証研究は多くないが、外的エンプ
ロイアビリティの認知が離職意思を高める、あるいは、組織コミットメントを低下さ
せるといった研究（De Cuyper et al., 2011 ; Philippaers et al., 2016）がある一方で、
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エンプロイアビリティの認知と離職意思とは関係がないという研究（Bernston et al.,
2010）もあり、先行研究は必ずしも一貫していない。

この点につき、De Vos et al. (2017)、Nelissen et al. (2017）は、エンプロイアビリ
ティを内的エンプロイアビリティと外的エンプロイアビリティに二分し、前者は離職
意思に対し負の効果を、後者は正の効果を持つとした上で、前者と後者には強い相関
関係があるため、両方が高い、もしくは、低いとなるケースが多いため離職意思への
影響が相殺され、エンプロイアビリティ全体で離職意思との関係を問うのは難しいと
説明する。また、De Cuyper et al. (2011）は、仕事に対するコントロールが低い状
況では、エンプロイアビリティと離職意思に強い正の関係が見られる一方で、仕事に
対するコントロールが高い状況では有意な関係がなくなることから、何らかの調整要
因の存在を示唆する。

近年、エンプロイアビリティと離職意思や組織コミットメントの関係について、社
会的交換理論、シグナリング理論、資源保存理論、プロスペクト理論といった他の学
問分野の基礎理論を用いて、解明しようとする動きが活発になりつつある。

Rodrigues et al. (2020）は、エンプロイアビリティ・パラドックスの存在を示唆す
る先行研究は、エンプロイアビリティ開発に対する組織の取り組み姿勢やそれを受け
止める個人のキャリア志向を十分考慮していないと批判し、社会的交換理論7)（Blau,
1964）とシグナリング理論8)（Spence, 1973）を用いて、反論を試みている。

すなわち、社会的交換理論に従えば、組織が個人のエンプロイアビリティに投資す
れば、個人も離職意思の軽減やコミットメントの向上などの形で応えると考えられ
る。さらに、シグナリング理論によれば、メッセージの有効性は、送り手のメッセー
ジそのものとメッセージの受け手の感度により左右され、送り手のメッセージは、頻
度、強さ、一貫性が重要となるため（Connelly et al., 2011）、エンプロイアビリティ
開発に対する組織の取り組みが様々な機会に行われ、個人が自らのキャリア開発に積
極的であるほど、エンプロイアビリティ開発への組織の積極姿勢というメッセージが
個人に効果的に伝わり、社会的交換理論がよく当てはまるようになると予想される。
そして、入社間もない社会人における外的エンプロイアビリティの認知と離職意思や
組織コミットメントの関係を検討し、組織が多様なエンプロイアビリティ開発への取
り組みを行い、また、それを受け止める個人が自らのキャリア開発に対して主体的で
あるという条件下においては、エンプロイアビリティ・パラドックスは存在せず、組

7) 社会的交換理論とは、雇用関係においては、非公式の社会的交換、すなわち、報酬を期待して行
われる供与行為があるが、交換にはバランスを保つ互酬性があり、何らかの供与を受けた場合、
それに何らか価値を返すことでバランスが保たれるという考え方のことである。

8) シグナリング理論とは、情報の非対称性がある場合に、情報を持っている側が持っていない側に
情報を開示する行為を信号（シグナル）と見る考え方のことである。
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織のエンプロイアビリティ開発への積極的関与は、離職意思を引き下げ、情緒的コ
ミットメントを高める効果を持つことを明らかにした。

また、Yu et al. (2021）は、ストレス対処の理論として提唱された資源保存理論9)

（Hobfoll, 2018）と行動経済学の領域で提唱されたプロスペクト理論10)（Kahneman &
Tversky, 1979）を組み合わせて、エンプロイアビリティと離職意思の関係の説明を
試みている。エンプロイアビリティは個人にとって重要な個人資源（De Cuyper et
al., 2012）であるため、資源保存理論に従うと、エンプロイアビリティが高く、転職
が容易であっても、元の会社を辞めることで失う資源が新たな会社に移ることで得ら
れる資源よりも大きい場合は、離職をとどまる方向に動機づけられることになる。ま
た、プロスペクト理論に従うと、エンプロイアビリティが高いひとは、今の組織に留
まっても仕事を通じて個人資源を高められる可能性が高いため、リスク回避志向とな
り、多くは組織に留まることを選ぶと考えられる。また、エンプロイアビリティが低
いひとはそもそも離職しようとは思わない。

したがって、エンプロイアビリティが高くも低くもない中間状態にあるひとが、離
職意思が最も高くなるという逆Ｕ字の関係が予想される。Yu et al. (2021）は、623の
上司と部下のペアから得たデータをもとに、こうした関係を実証的に示し、さらに、
職歴年数が調整要因であり、そうした逆Ｕ字の関係が職歴が⚓年未満の若い人々にお
いてのみ見られることを明らかにした。

このようにエンプロイアビリティと離職意思や組織コミットメントとの関係は徐々
に明らかになりつつあるが、実証研究の蓄積は未だ不十分であり、「持続可能なキャ
リア」パラダイムのもとで新たに定義したエンプロイアビリティが、離職意思や組織
コミットメントとどのような関係になるのか、調整要因は何かについて、着実に実証
研究を蓄積する必要がある。

⚕. 今後の研究の方向性

ここまでの議論を踏まえると、エンプロイアビリティの新たな定義のもとで、今後
重要と考えられる研究としては次の⚓つの方向性が考えられる。

9) 資源保存理論とは、個人資源の獲得や喪失に関するモチベーション理論であり、ひとは本来的に、
自分にとって大切な個人資源を獲得、維持、育成、保護するよう動機づけられていると考える。

10）プロスペクト理論とは、ひとの意思決定に関わる理論である。ひとは意思決定において必ずしも
合理的ではなく、利益を得ることができる状態では、リスク回避行動を取る傾向にあり、その逆
に損失が予想される状態で、積極的にリスクを取る傾向が高まるという。
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（⚑）定義の精緻化、下位次元の明確化、尺度開発
エンプロイアビリティの定義にあたり、本論では、「持続可能なキャリア」の構成

要素のうち、エージェンシー、すなわち、キャリアにおける個人と組織の共同責任と
いう点を重視した。しかし、「持続可能なキャリア」については、家庭や趣味といっ
た文脈、時間、意味という次元も重要である。「持続可能なキャリア」パラダイムに
おけるエンプロイアビリティ概念を考えるにあたっては、こうした幅広い次元を考慮
した上で、定義を更に精緻なものにすることが求められる。そして、新たな定義のも
とで、下位次元を明確化し、測定尺度の開発に取り組むことが実証研究の発展のため
には必要である。

（⚒）キャリア研究と組織行動論の結合
エンプロイアビリティ研究には、大きく⚒つの流れがある。ひとつが、どのような

能力がエンプロイアビリティを高めるのかという、エンプロイアビリティの構成要素
に注目する研究であり、もうひとつがエンプロイアビリティの認知がどのような行動
や態度をもたらすのかという、エンプロイアビリティの結果に注目する研究である

（Akkermans & Kubasch, 2017）。Forrier et al. (2015）は、前者をインプットベース
の研究、後者をアウトプットベースの研究と整理する。前者は主にキャリア研究にお
いて、後者は主に組織行動論研究において議論されてきた。

近年のキャリア研究は、キャリアにおける個人の主体性を強調するニューキャリア
論の影響を受けたことで、組織行動研究との間の距離ができているといった批判を受
けてきた（Lawrence et al., 2015 ; Jones & Dunn, 2007）。組織の関与の視点から、エ
ンプロイアビリティを捉え直すことで、リーダーシップ、I‒deals（Rousseau et al.,
2006)、ダイバーシティ＆インクルージョン（Shore et al., 2011）といったエンプロイ
アビリティ開発に寄与する組織行動と、職務満足、ワーク・エンゲイジメント、ジョ
ブ・インボルブメント、組織市民行動などの組織成果の関係について、エンプロイア
ビリティを媒介変数とした研究が可能になる。新たな定義のもと、キャリア研究と組
織行動研究を結合する研究が活性化することが期待される。

（⚓）エンプロイアビリティ・パラドックスに関する実証研究の蓄積
組織が個人のエンプロイアビリティの開発に取り組むことが、個人の離職意思を高

めるといった単純なエンプロイアビリティ・パラドックスが成立しないことは、徐々
に明らかになりつつあるが、例えば、データサイエンス分野や人工知能分野など、人
材が不足している分野において、組織が個人に極めて高い専門知識を身につけさせれ
ば、他社からの誘いを受けやすくなるなど、組織と個人の緊張が高まるケースも考え
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られる。こうした場合に、どのような施策を組み合わせておけば、個人のリテンショ
ンを高めることができるのかは実践面で重要な課題であり、エンプロイアビリティ・
パラドックスの調整要因について実証研究を通じて、理解を深めておく必要がある。

⚖. まとめ

個人のキャリアの不確実性がかつてないほど高まったことを背景に、エンプロイア
ビリティという概念に新たな注目が集まりつつある。近年のエンプロイアビリティ研
究は、エンプロイアビリティを自己責任で開発する個人資源と捉えてきた。しかし、
現代のような不確実性の時代には、キャリア開発の責任を個人にのみ求めるのは非現
実的であり、キャリアを個人と組織の共同責任と考える「持続可能なキャリア」の視
点からエンプロイアビリティを捉え直すことが有意義だと考えられる。
「持続可能なキャリア」の視点は、エンプロイアビリティ開発に対する企業の責任

について再考を迫る。石原（2021）は、とりわけ、DX に対応するためのスキル獲得
については、どのようなスキルを獲得すべきかが、企業の事業戦略と密接に関わるこ
とから、企業の責任で進めるべきだという。そして、その進め方として、学習内容の
明示や費用負担だけでなく、学習したことを実践する場の提供にまで企業は関わるべ
きだと主張する。さらに、これらを遂行するには、相当額の投資が必要となること、
また、わが国の企業が得意としてきた OJT とジョブ・ローテーションでは対応しき
れないことから、わが国の企業にとって新たな挑戦になると述べている。

本論では、先行研究のレビューを行い、「持続可能なキャリア」の視点からエンプ
ロイアビリティの定義を試みた。そして、今後の研究の方向性として、（⚑）定義の
精緻化、下位次元の明確化、尺度開発、（⚒）キャリア研究と組織行動論の結合、（⚓）
エンプロイアビリティ・パラドックスに関する実証研究の蓄積の⚓点を指摘した。今
後、新たな視点のもとで、エンプロイアビリティ研究が発展することを期待する。
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